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1　はじめに

　国勢調査の結果と住民基本台帳に登録された人口および外国人登録原票に

登録された人口は，地域別に区分された静態人口データという共通の性格を

持っている。

　筆者は，山田（2012）において 2010 年 10 月 1 日を基準日として実施され

た国勢調査が把握した東京都・政令指定都市などの大都市に関する人口デー

タの精度を，人口の実数および「不詳」数の比率を中心に検討した。その中

で特定の地域において国勢調査が把握した若年層人口が国勢調査時点の登録

人口（住民基本台帳人口ないしこれに外国人登録人口を合算した人口）を大

幅に上回っていることが明らかになった。このような傾向は，山田（2010b）

などに示したように，相当数の三大都市圏所在中小都市に関する 2005 年以

前の国勢調査結果にもみられる。他方，山田（2011）において指摘したよう

に 2010 年国勢調査結果における全国総数についての 20 代の把握漏れの程度

は他の年齢層よりもかなり大きく，2005 年以前の調査と比べて拡大傾向に
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あると推定される。

　そこで本稿では三大都市圏に所在する中小都市の若年層についても 2010

年国勢調査結果の精度の状況を，把握漏れを中心に考察する。なお，本稿

では中小都市を政令指定都市以外の市区 1）と規定し，若年層を山田（2012）

などと同様に 15 ～ 29 歳と限定して分析を行う。

　2010 年国勢調査 2）によって把握された三大都市圏（東京圏：東京都と周

囲の三県，名古屋圏：愛知県・岐阜県・三重県および大阪圏 3）：大阪府・京

都府・兵庫県・奈良県・滋賀県）全体に居住する人口は約 6687 万人（外国

籍の住民・町村部の住民を含む）に達し，全国の人口の約 52％に相当する。

しかし，これらの大都市圏における国勢調査の実地調査は他の地域と比べて

近年きわめて困難になっており，その結果にも少なくない影響が生じている

と考えられる。

　他方，原則として住民自身または関係者などによる届出に基づいて更新さ

れる住民記録を集計した住民基本台帳人口（および外国人登録原票を集計し

た外国人登録人口 4））にも転居届の提出遅れに伴う実際の居住地との相違 5）

などの問題点が以前から指摘されている。しかし，全人口に関係する登録住

所地と実際の居住地の相違以外の点（「嫡出でない子」の表記を避けた出生

届の回避 6）・出生届の提出遅れ 7）・「所在不明高齢者」8）・市区町村の公表に

よる住民基本台帳人口と総務省自治行政局による公表数の不一致 9）・市区町

村公表の住民基本台帳人口に含まれている「年齢不詳」10）・警察に届け出ら

れた行方不明者 11）・「居所不明児童生徒」12）・「ホームレス」13）・「住所地不明

死者」14）・「海外在留邦人」の増加 15）など）については，大半が特定の属性

の人口にだけ関係するものであるのでそれほど大きな問題ではないと考えら

れる。

　三大都市圏に所在する中小都市の地域は，住民とその住宅の属性・国勢調

査の実地調査の実施環境などの点において三大都市圏所在の大都市と共通性

が高い。そこで，以下では三大都市圏に所在する中小都市と東京都特別区

部・同市部，政令指定都市に関するデータを対比しながら考察を進めること
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とす る。

　まず 2010 年国勢調査時点の年齢別登録人口データを今回入手できた三大

都市圏内外の市区町村数をみてみよう（表 1－ 1）。国勢調査時点の年齢別登

録人口データを公表している市区町村は増加傾向にあり，市区町村の人口規

模が大きいほど公表している場合が概して多い。2005 年調査時点について

は約 270 市区町村のデータしか入手できなかったが，2010 年調査時点のデー

タは全国の約 420 市区町村分が入手できた。このうち市区については全国の

809 市区のうち約半数の 377 市区のデータが，三大都市圏内の中小都市では

299 市区のうち約 3分の 2の 196 市区のデータが入手できた。

　表 1－ 2には，年齢別登録人口データを入手した市区町村の人口が所在都

府県の政令指定都市を除く市部人口（東京都は特別区部を市部と別掲）に占

める比率を示した。比率が最も低い埼玉県でも 50％に達しており，これら

の都府県の中小都市について両データの相違の状況の概略を把握することは

可能と考えられる。

　表 1－ 3には，年齢別登録人口データを入手した市区町村数を年齢区分の

方式別に示した。ほとんど市区町村が，各歳別または 5歳階級別の集計を公

表しているが，一部は 3区分ないし高齢層だけを 5歳階級別に細分する集計

しか公表していない 16）。以下の国勢調査結果との比較では，若年層におけ

表 1－ 1　本稿の考察対象地域 1）
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表 1－ 3　入手した 2010 年国勢調査時点の年齢別登録人口データの年齢区分方式 1）

表 1－ 2　年齢別登録人口データを入手した市区町の人口比率 1）
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る国勢調査結果との相違が把握可能な各歳別と 5歳階級別の集計を提供して

いる市区だけを取り上げた。

注

 1） データが入手できた町村の状況にも簡単に触れる。
 2） 2010 年国勢調査では，回収された調査票の記入内容に不備がある場合，調査項

目のうち年齢など 6項目について住民基本台帳・外国人登録原票の情報を利用
した補記が実施された。補記作業の明細について高槻市（2010）・小田原市（2010）
静岡市（2010）調布市（2010）小金井市（2010）参照。

 3） 総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」に採用されている2府2県に加えて，
滋賀県を加えた。

 4） 国勢調査による外国人の把握数は外国人登録者数を大幅に下回っているが，日
本人と合算した地域別推計人口総数に対する外国人登録人口の比率は，最も高
い東京都でも 3.2％（2010 年 10 月 1 日時点）にすぎない。法務省（2011）

 5） 2010 年「住民基本台帳人口移動報告」によれば，旧住所地が「その他」（従前
の住所地不詳の者および転出から転入までの期間が 1年以上の者など）である
転入者は，転入者総数約 508 万人のうち約 16 万人を占めている。

 6） 戸籍に「嫡出でない子」（2010 年「人口動態統計」では約 2.3 万人）と表記さ
れることを避けて出生届を提出しないために住民票が作成されていない場合の
存在が指摘されている。朝日新聞社（2007）朝日新聞社（2010）

 7） 届出の前年以前に国内で発生した出生に関する出生届の提出は，1997 年の 909
人から 2010 年の 533 人へ減少傾向にある。

 8） 2010 年 7 月末頃から年金受給と関連して「所在不明高齢者」が各地で表面化し
たことの対応として，同年秋に満 76 歳以上の後期高齢者医療を 1年間利用し
ていない年金受給者の住民基本台帳上の住所地宛に日本年金機構から現況申告
書が送付され，訪問調査も行われた結果，3万人余りの転居・死亡が判明した。
転出者・死亡者については関係自治体による住民基本台帳からの消除作業も行
われた。厚生労働省（2011）神戸市（2010）

 9） 同年 3月末時点の総数に関する総務省自治行政局公表分と当該自治体自身の公
表数が，一部の都市（広島市・新潟市・大阪市・北九州市など）の場合一致し
ていない。たとえば，広島市の場合，2010 年 3 月末市公表分は総務省自治行政
局公表分より 2259 人少ない。なお，北海道・大阪府泉大津市は，住基ネット
と住民基本台帳のデータの相違を指摘している。

 10） 総務省自治行政局が公表した毎年 3月末現在の全国の住民基本台帳人口におけ
る「年齢不詳」数は，1998 年の 59 人から 2011 年の 2人（東京都青梅市・同小
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金井市各 1人）へ減少している。しかし，一部の自治体公表の「年齢不詳」数
とは相違があり，2011 年 3 月現在では名古屋市で 23 人，北九州市で 5人，大
阪府寝屋川市で 1人が確認できる。

 11） 警察庁が把握した「行方不明者」の届出受理件数は減少傾向にあり，2010 年に
は全国で約 8.1 万人であった。警察庁（2011）

 12） 文部科学省「学校基本調査」が毎年 5月現在で把握した「1年以上居所不明児
童生徒」は，2000 年以降概ね 300 人弱から 400 人強の範囲で推移していたが，
2011 年には急増して 1191 人に達した。文部科学省（2011）

 13） 厚生労働省が把握した「ホームレス」は減少傾向にあり，2011 年 1 月現在約 1.1
万人であった。厚生労働省（2011）

 14） 厚生労働省「人口動態統計」が把握した「住所地不明死者」は 1999 年以降減
少傾向にあり，2010 年は 1638 人であった。厚生労働省（2012）

 15） 外務省「海外在留邦人数統計」が把握した 3か月以上海外に滞在する邦人（永
住者を除く）は2010年10月現在約76万人で2005年より約6万人増加している。
外務省（2011）

 16） 集計表の年齢区分も，2005 年分は 3区分・5歳階級別などの集計表だけであっ
たものが 2010 年分は各歳別の集計表も公表されている場合もみられる。

2　大都市圏内外の地域別静態人口データの精度

　つぎに住民基本台帳に基づく居住地データと国勢調査の把握に基づく実際

の居住地との相違 1）についてその発生状況を確認しておこう。自治体の統

計関係者の間では，両データの間の相違は，主に転居者による市区町村への

届出が遅れているためであると以前から認識されていた 2）。

　そこで 2010 年国勢調査の実施年（暦年）の 12 ヶ月間の転居届の地域別集

計結果をみてみよう。表 2－ 1 は，2010 年における全国および三大都市圏

所在の大都市・中小都市についての総務省統計局「住民基本台帳人口移動報

告」の集計結果を示したものである。ここに示した移動率は転入先の市区町

村の 2010 年国勢調査による総人口に対する同年の「他市区町村からの転入

者」の比率である。移動率は全国・三大都市圏内の中小都市・三大都市圏内

の大都市の順に高くなっており，東京都と千葉県の中小都市では全国水準を

上回っている。
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　なお，この統計による転入者の年齢別集計は 2010 年から公表されている。

表 2－ 2には，2010 年 1 年間の転入者のうち他都道府県から転入した 14 歳

～ 29 歳のものだけを掲げた。男女ともこの年齢層が転入者全体の約 43％を

占めている。転入者数は年齢が高くなるとともに，18 歳以降 22 歳まで概

ね非常に高い水準が続いている。25 歳前後まではかなり高い水準にあるが，

20 代後半には緩やかに減少している。各級学校の卒業時の年齢にほぼ相当

する 15 歳・18 歳・22 歳・24 歳・25 歳において前後の年齢層よりもかなり

多くなっている。各年齢とも転入者数は男性の方が女性より多い。そこで，

男性については三大都市圏の都府県・大都市の計数も掲げたが，各地域とも

全国とほぼ同様の年齢別傾向が認められる。このような転居届を提出した転

入者のほかに国勢調査による把握状況から転居届を提出していない転入者が

大都市圏の住民には相当数含まれているのではないかと考えられる。

　つぎに，国勢調査が把握した人口と国勢調査時点の登録人口の実数を大都

市圏内外の都道府県別に比較してみよう。2010 年国勢調査時点の年齢別登

録人口を公表しているのは奈良県だけなので，ここでは「全年齢計」につい

て両データの比較を行い，次節以降では年齢別登録人口が入手できた市区に

限定して両データの比較を行う。表 2－ 3は，国勢調査が把握した「日本人

表 2－ 1　2010 年国勢調査人口に対する同年の他市町村からの転入者 1）比率



̶  76  ̶

2010 年 10 月時点の三大都市圏所在中小都市の若年層静態人口の精度について（山田）

表
2
－
2　
他
都
道
府
県
か
ら
の
年
齢
別
転
入
者
数
（
20
10
年
）



̶  77  ̶

2010年10月時点の三大都市圏所在中小都市の若年層静態人口の精度について（山田）

表
2
－
3　
登
録
人
口
と
国
勢
調
査
人
口
の
差
・
差
率
（
20
10
年
）



̶  78  ̶

2010 年 10 月時点の三大都市圏所在中小都市の若年層静態人口の精度について（山田）

人口」と国勢調査時点の住民基本台帳人口（東京都・奈良県は外国人登録人

口を含む）の間の相違を 18 の都道県ごとに市部・郡別および男女別に示し

たものである。大都市圏外の県では住民基本台帳人口が，一部の政令指定都

市などを除いて国勢調査結果よりも大幅に多く，住民基本台帳人口の国勢調

査結果に対する下回りは約 50 万人に達している。大都市圏内の地域は，東

京都・千葉県・奈良県の住民基本台帳人口データしか入手できなかったが，

大都市圏内の地域でも東京都・市部を除いて住民基本台帳人口が国勢調査結

果よりも小幅ながら多い。未届け転入者の把握数以上に大都市圏内の地域に

おいて国勢調査による把握漏れが生じているのではないかと考えられる 3）。

　また，大都市圏外の県では，一部の例外を除いて，男性の差が女性よりも

大きく，人口流出が大きい郡部の差が市部よりも大きい。大都市圏内の地域

でも，男性における差が女性よりも大きい点は，大都市圏外の地域とほぼ同

様である。

　2005 年・2000 年についての表 2－ 3 と同様のデータも，入手できた都道

県のデータを見る限り，大都市圏内外の相違，各都県内の地域差，男女間の

相違などの点も，2010 年とほぼ同様の傾向を示している。

　つぎに登録人口と国勢調査結果の間の差の 2005 年時点と 2010 年時点の間

の変動を個別都道県ごとにみてみよう。14 都道県のうち 8県 4）において差

が 0.1％以上拡大しており，3県 5）では差は 0.1％未満でほぼ同程度であり，

3都道県 6）では差が 0.1％以上縮小している。差が拡大している場合の方が

やや多いといえる。

　さらに，2010 年国勢調査結果と直近の選挙人名簿の定時登録者数を比較

してみよう。選挙人名簿への登録の要件は，国籍のほか引き続き 3か月以上

住民基本台帳に登録されていることである。定時登録の基準日（2010 年 9

月 2 日）は国勢調査の基準日と約 1か月異なるが，比較上大きな制約にはな

らないと考えられる。表 2－ 4に都道府県別男女別の比較結果を示した。選

挙人名簿は年齢が 20 歳以上と限定されているので，国勢調査結果の 20 歳以

上および「年齢不詳」7）の「日本人」と対応させた。大都市所在都道府県で
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表 2－ 4　選挙人名簿登録者数 1）と成人「日本人人口」2）
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は一般に国勢調査の把握数のマイナス幅が小さく，マイナス幅は各都道府県

とも女性において小さい。表 2－ 3とほぼ同様の傾向といえる。全国的にみ

ると，国勢調査の把握数の方が男性において約 95 万人，女性において約 55

万人が少なくなっている 8）。これは，男性に多い大都市圏外から大都市圏内

への転居者の届出の遅れと大都市圏における国勢調査による調査漏れが重

なった結果であろう。

　ところで，（転居届の集計結果ではなく）住民自身による回答の集計結果か

ら計算されている移動率も，若年層は他の年齢層よりも高い 9）。そこで，若年

層の地域間移動の大きな部分を占める大学入学時の移動の状況をみてみよう。

　表 2－ 5 は，2010 年国勢調査時点から 5年前以降の学校基本調査から得

られた「他都道府県出身大学入学者数」（出身県は出身高校所在地による）

を三大都市圏所在の都府県について示したものである。「他都道府県出身大

学入学者」の中には，高校在学時の居住地からの通学者も含まれているが，

大学の周辺に転居した場合が多いと考えられる。「他都道府県出身大学入学

者数」は毎年二十数万人というかなりの数に達しており，男性が毎年 5割～

6割前後を占めている。特に東京都をはじめとする東京圏において他の大都

市圏より大きな数に達している。このほか短期大学入学者についても類似の

傾向が認められるが，実数は大学入学者よりも少なく，大半が女性である。

　なお，住民基本台帳の住所へ郵便物が配達可能であったか否かに反映され

た個人の住民登録と実際の居住状況の相違（上述のような地域の住民総数に

ついての両データの相違ではなく）については山田（2010a）山田（2010b）

山田（2011）山田（2012）においてすでにみたので，ここでは「郵便物の戻り」「転

居」の発生比率が一般に大都市とその周辺においてやや高いことだけを再度

指摘しておきたい 10）。

注

 1） 住民基本台帳法第 22 条は届出の期限を転入後 14 日以内としており，外国人登
録法第 22 条は登録申請の期限を上陸の日から 90 日以内（国籍変更・出生の場
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合は 60 日以内）としている。他方，国勢調査の調査対象者に関する規定は，3ヶ
月以上の居住（予定）者である。

 2） 加茂（2007）
 3） 山田（2011）において示したように，2010 年国勢調査の把握数にその後の出

生・死亡・国籍変動などを加減した同年 4月 1日時点の「日本人」推計人口は，
2011 年 3 月末現在の全国の住民基本台帳人口と比べて男性において約 50 万人，
女性において約 17 万人少ない。

 4） 福岡県・栃木県・山梨県・福井県・静岡県・千葉県・青森県・和歌山県。

表
2
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 5） 石川県・新潟県・山口県。
 6） 東京都・北海道・奈良県。
 7） 一部に 20 歳未満が含まれている可能性があるが，「年齢不詳」者の大部分が単

独世帯であるので，このように判断した。
 8） 2005 年国勢調査による 20 歳以上「日本人」把握数も，9月 2 日現在の選挙人

登録者数よりも男性において約 74 万人，女性において約 39 万人少ない。また，
地域別の傾向も 2010 年時点の比較とほぼ同様である。

 9） 若年層の最近の地域間移動率が他の年齢層より高いことは 2007 年就業構造基
本調査・2010 年国勢調査の結果によって確認できる。山田（2011）山田（2012）

 10） 同一市区町村内の移動もここでの「転居」に含まれている。

3　東京圏所在中小都市における若年層静態人口データの検討

　本節では，東京圏の埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県所在の中小都市若

年層に関する両データの状況を考察する。

　表 3－ 1 は，埼玉県所在中小都市のうち 19 市の若年層の国勢調査人口と

登録人口を対比したものである 1）。政令指定都市であるさいたま市のデータ

も比較のために掲げた。

　まず国勢調査人口の登録人口に対する上回りの状況をみてみよう。非常に

大きな上回り 2）は東松山市の男性（上回り率が最大の 19 歳で 61.3％）・同

市の女性（同 19 歳で 37.5％）・入間市の女性（同 19 歳で 32.8％）・朝霞市

の女性（同 19 歳で 22.9％）・戸田市の男性（同 19 歳で 20.7％）にみられる。

また，かなり大きな上回りは朝霞市の男性（同 19 歳で 19.9％）・富士見市の

女性（同 9歳で 19.4％）・ふじみ野市の女性（同 19 歳で 17.9％）・志木市の

女性（同 20 歳で 14.8％）・志木市の男性（同 20 歳で 13.5％）・越谷市の女性

（同 21 歳で 12.2％）・戸田市の女性（同 19 歳で 11.8％）・所沢市の女性（同

19 歳で 10.6％）にみられる。さらに，やや大きな上回りは本庄市の男性（同

16 歳で 9.2％）・富士見市の男性（同 20 歳で 8.8％）・所沢市の男性（同 19

歳で8.5％）・越谷市の男性（同20歳で7.0％）・入間市の男性（同20歳で6.9％）・

ふじみ野市の男性（同 19 歳で 6.5％）にみられる。その他の都市の若年層で
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も鴻巣市の男女・川口市の女性を除いて国勢調査人口が多少上回っている。

表
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　また，人口 20 万人以上の都市について利用できる国勢調査による年齢各

歳別の単独世帯率を概観すると，国勢調査人口の登録人口に対する上回り率

が大きい各市では，19 歳の単独世帯率が非常に高い。これらの地域の若年

層において他地域からの最近の転居者が多いことを反映していると考えられる。

　他方，国勢調査人口の登録人口に対する下回りは高校生に相当する年齢層

と 20 代後半に見られるが，下回り幅は最大 17％程度（本庄市の男性 23 歳）

である。

　表 3－ 2 は，千葉県所在中小都市のうち 17 市の若年層に関する両データ

の状況を示したものである。比較のために政令指定都市である千葉市のデー

タも掲げた。

　国勢調査人口の非常に大きな上回りは習志野市の男性（国勢調査人口の上

回り率が最大の 20 歳で 53.6％）にみられる。また，かなり大きな上回りは

習志野市の女性（同 20 歳で 18.4％）・船橋市の男性（同 19 歳で 16.1％）・浦

安市の女性（同 19 歳で 15.2％）にみられる。さらに，やや大きな上回りは

八千代市の女性（同 21 歳で 8.2％）・流山市の男女（男女別集計なし，同 20

－ 24 歳で 6.9％）・浦安市の男性（同 20 歳で 6.7％）・八千代市の男性（同

18 歳で 5.0％）にみられる。その他の多数の都市の若年層でも多少の上回り

がみられる。しかし，若年層全体において上回りがみられない場合が，主に

東京から離れた地域に相当数みられる 3）。なお，千葉県でも国勢調査人口の登

録人口に対する上回り率が大きい都市では，19歳の単独世帯率が全般に高い。

　他方，国勢調査人口の登録人口に対する下回りは，埼玉県と同様に各市の

高校生に相当する年齢層と 20 代後半に見られるが，最大の下回り幅が 50％

を超えている場合（館山市の 19 歳男性・20 歳女性）もある。

　つぎに，東京都の特別区部と市部については，すでに山田（2012）におい

て指摘したように，国勢調査人口の登録人口に対する大幅な上回りが広範囲

にみられる（表省略）。区部では女性における上回りが男性における上回り

よりも大きい場合が多い。市部では逆の関係となっており，単独世帯が多い

男性における把握漏れが多いことを示唆している。年齢別にみると，ほとん
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どの区・市の 19 歳ないし 20 歳において最大の上回り率がみられる。東京都

でも国勢調査人口の登録人口に対する上回り率が大きい区・市では，19 歳

表
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の単独世帯率も全般に高い。

　表3－3は，神奈川県所在中小都市のうち9市1町の若年層に関する両デー
表
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タの状況を示したものである。比較のために政令指定都市である横浜市・川

崎市・相模原市のデータも掲げた。

　非常に大きな上回りは伊勢原市の男性（国勢調査人口の上回り率が最大の

19 歳で 30.8％）・藤沢市の女性（同 20 歳で 22.7％）・同市の男性（同 20 歳

で 22.1％）・厚木市の男性（同 15 ～ 19 歳で 21.2％）にみられる。また，か

なり大きな上回りは伊勢原市の女性（同 20 歳で 12.7％）にみられる。さらに，

やや大きな上回りも海老名市の男性（同 19 歳で 6.2％）・座間市の女性（同

18 歳で 5.6％）にみられる。その他の市の若年層でも横須賀市の男女・綾瀬

市の男性を除いて多少の上回りがみられる。神奈川県でも国勢調査人口の登

録人口に対する上回り率が大きい都市では，19 歳の単独世帯率が全般に高

くなっている。

　他方，国勢調査人口の登録人口に対する下回りは，葉山町（28 歳女性で

17.1％，同男性で 15.6％）を除いて 7％以内である。

注

 1） 以下では，国勢調査時点の外国人登録人口を合算した登録人口が入手できなかっ
た市区については住民基本台帳人口を国勢調査による「日本人人口」と比較した。

 2） 以下では，国勢調査人口の登録人口に対する上回り率が 20％以上の場合を「非
常に大きな上回り」，同 10 ～ 20％の場合を「かなり大きな上回り」，同 5 ～
10％の場合を「やや大きな上回り」と表記する。

 3） 銚子市の男女・館山市の女性・茂原市の男女・市原市の男女・市川市の女性・
君津市の男女・佐倉市の男女・我孫子市の男女・旭市の女性である。

4　名古屋圏所在中小都市における若年層静態人口データの検討

　本節では，名古屋圏の岐阜県・愛知県・三重県所在の中小都市若年層の状

況を考察する。

　表 4－ 1 は，岐阜県所在中小都市のうち 11 市の若年層に関する両データ

の状況を示したものである。
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　国勢調査人口の非常に大きな上回りは瑞穂市の男性（国勢調査人口の上回

り率が最大の 19 歳で 29.9％）・瑞浪市の男性（同 16 歳で 21.9％）にみられる。

かなり大きな上回りは関市の男性（同 19 歳で 14.8％）にみられる。やや大

きな上回りは瑞穂市の女性（同 19 歳で 9.5％）・美濃加茂市の男性（同 17 歳

で 6.3％）・瑞浪市の女性（同 17 歳で 5.3％）にみられる。

　他方，国勢調査人口の登録人口に対する下回りは，大半の都市の幅広い年

齢層にみられる。大きな下回りは，高山市の男女（女性 19 歳で 41.5％，男

性 21 歳で 39.3％）のほか瑞浪市の男性（同 20 歳で 23.5％）・多治見市の男

性（同 22 歳で 23.3％）・土岐市の男性（同 20 歳で 21.1％）にみられる。

　表4－ 2は，愛知県所在中小都市のうち19市・2町の若年層に関する両デー

タの状況を示したものである。比較のために政令指定都市である名古屋市の

データも掲げた。

　非常に大きな上回りは日進市の男性（国勢調査人口の上回り率が最大の

19歳で 74.5％）・同市の女性（同 19歳で 46.0％）・蒲郡市の男性（同 15歳で

26.9％）・瀬戸市の男性（同 19歳で 21.4％）にみられる。かなり大きな上回り

は豊明市の女性（同18歳で 17.5％）・新城市の男性（同 17歳で 15.7％）・武豊

町の女性（同19歳で15.5％）にみられる。やや大きな上回りは春日井市の男性（同

19歳で8.2％）・豊田市の男性（同18歳で7.4％）・武豊町の男性（同22歳で6.8％）・

刈谷市の女性（同 19歳で 6.1％）・豊明市の男性（同 22歳で 5.9％）にみられる。

　他方，豊橋市・一宮市・小牧市・稲沢市・田原市の男女および岡崎市の男

性では，両データはほぼ同数か，国勢調査人口が下回っている。大きな下回

りは，田原市の女性（同 20 歳で 49.2％），新城市の男女（同 20 歳で 38％前後），

知立市の男性（同 19 歳で 24.1％）などにみられる。

　表 4－ 3 は，三重県所在中小都市のうち 10 市の若年層に関する両データ

の状況を示したものである。

　国勢調査人口のかなり大きい上回りが鳥羽市の男性（上回り率が最大の

17 歳で 14.9％）においてみられる。やや大きな上回りは鈴鹿市の男性（同

16 歳で 5.5％）にみられる。このほか小幅の上回りは鳥羽市・鈴鹿市・四日
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市市においてみられる。

　他方，国勢調査人口の登録人口に対する下回りは，ほとんどの都市の幅

広い年齢層にみられる。大きな下回りは，尾鷲市の男女（同男性 19 歳で

69.8％，同女性 20 歳で 64.1％）・鳥羽市の男女（同男性 19 歳で 38.0％，同

女性 20 歳で 31.0％）などである。

5　大阪圏所在中小都市における若年層静態人口データの検討

　本節では，大阪圏の滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県所在の中小

都市の状況を考察する。

　表 5－ 1は，滋賀県所在中小都市のうち 9市の若年層に関する両データの

状況を示したものである。非常に大きな上回りが草津市の男性（国勢調査人

口の上回り率が最大の 19 歳で 133.6％）・同市の女性（同 19 歳で 54.7％）に

おいてみられる。かなり大きな上回りが彦根市の男性（同 19 歳で 12.4％）・

同市の女性（同 20 歳で 12.1％）においてみられる。

　他方，その他の市では全年齢において国勢調査結果が大幅に下回っている

かまたは小幅な上回りがみられる程度である。大きな下回りは，高島市（同

20 歳男性で 30.0％，同 20 歳女性で 25.1％）などである。

　表 5－ 2は，京都府所在中小都市のうち 8市・1町の若年層に関する両デー

タの状況を示したものである。比較のために政令指定都市である京都市の

データも掲げた。

　非常に大きな上回りは京田辺市の男女において大学生に相当する年齢層全

体でみられる（男性では国勢調査人口の上回り率が最大の 19 歳で 190％以

上，女性でも同じく 160％以上）。これは，この年齢層における最近の（未

届けの）転入者と比べて以前からの居住者の実数が非常に少ないためではな

いかと考えられる。このほかかなり大きな上回りは福知山市の男性（同 16

歳で 19.6％）・城陽市の女性（同 19 歳で 16.8％）・亀岡市の男性（同 20 歳で

14.1％）・八幡市の男性（同 16 歳で 12.6％）にみられ，やや大きな上回りが
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宇治市の男女（同 19 歳で両者とも 5％台）にみられる。その他の都市では

若年層全体において国勢調査人口の小幅な上回りがみられる。

　他方，国勢調査人口の登録人口に対する下回り幅は，福知山市（20 歳女

性で 54％，同男性で 45％）を除く大半の都市では 15％以内である。

　表5－ 3は，大阪府所在中小都市のうち25市・1町の若年層に関する両デー

タの状況を示したものである。比較のために政令指定都市である堺市のデー

タも示した。

　国勢調査人口の非常に大きな上回りは柏原市の女性（上回り率が最大

の 20 歳で 47.6％）・吹田市の男女（同 19 歳で女性 37.3％，同 19 歳で男

性 35.1％）・箕面市の男性（同 20 歳で 32.0％）・大東市の男性（同 20 歳

で 28.6％）・大東市の男性（同 20 歳で 28.6％）・池田市の男性（同 19 歳

で 25.9％）・阪南市の男性（同 16 歳で 22.3％）・枚方市の女性（同 19 歳で

20.6％）にみられる。また，かなり大きな上回りは箕面市の女性（同 19 歳

で 19.3％）・摂津市の男性（同 19 歳で 18.9％）・東大阪市の男性（同 20 歳

で 18.4％）・柏原市の男性（同 21 歳で 13.8％）・羽曳野市の女性（同 19 歳

で 13.6％）・池田市の女性（19 歳で同 13.6％）・藤井寺市の女性（19 歳で

同 13.3％）・摂津市の女性（19 歳で同 12.6％）・富田林市の女性（20 歳で同

12.0％）・大阪狭山市の女性（19 歳で同 10.5％）にみられる。さらに，やや

大きな上回りは寝屋川市の男性（19 歳で同 9.1％）・豊中市の男性（19 歳で

同 7.5％）・茨木市の男性（19 歳で同 6.3％）・東大阪市の女性（19 歳で同 5.9％）・

高槻市の女性（19 歳で同 5.9％）・豊中市の女性（19 歳で同 5.5％）にみられる。

国勢調査人口の登録人口に対する上回り率が大きい都市では，19 歳の単独

世帯率も吹田市の男性 40.0％，同市の女性 31.7％，枚方市の女性 31.6％など

と全般に高い。

　他方，国勢調査人口の登録人口に対する下回り幅には，大きなもの（阪南

市の女性 22 歳で同 16％など）は少ないが，岸和田市・和泉市・岬町の男女

および高石市の男性では，若年層全体において国勢調査人口が下回っている。

　表 5－ 4は，兵庫県所在中小都市のうち 15 市 1 町の若年層に関する両デー
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タの状況を示したものである。比較のために政令指定都市である神戸市の

データも掲げた。

　国勢調査人口の登録人口に対する非常に大きな上回りは西宮市（男女別集

計なし。国勢調査人口の上回り率は最大の 19 歳で 24.9％）にみられる。西

宮市では，19 歳の単独世帯率が女性 27.3％，男性 23.7％とかなり高くなっ

ている。また加西市の男性（同 16 歳で 10.4％）では国勢調査人口のかなり

大きな上回りが，同市の女性（同 16 歳で 6.0％）においてもやや大きな上回

りがみられる。

　このほか国勢調査人口の小幅の上回りは三田市の女性（同 17 歳で 3.8％）

にみられる。その他の都市では国勢調査人口の上回りは若年層全体において

みられない。

　他方，国勢調査人口の登録人口に対する下回りは，西脇市の男女（男性

20 歳で 43.9％，女性 19 歳で 35.0％），篠山市の男女（男性 21 歳で 34.1％，

女性20歳で27.0％）に大きなものがみられるが，他の市町では10％台である。

　奈良県の状況についてはすでに山田（2012）において概観している（表

省略）。かなり大きな上回りは奈良市の女性（上回り率が最大の 20 歳で

19.6％）においてみられる。やや大きな上回りは葛城市の女性（同 17 歳で

7.3％）・天理市の男女（同 19 歳で両者とも 6.3％）・橿原市の女性（同 19 歳

で 6.1％）・奈良市の男性（同 19 歳で 5.8％）においてみられる。その他の都

市では国勢調査人口が下回っているかまたはほぼ同数である。国勢調査人口

の登録人口に対する上回り率が大きい奈良市では，19 歳の単独世帯率が女

性 22.9％，男性 18.1％とかなり高くなっている。

　他方，国勢調査人口の登録人口に対する下回りは，すべての都市・郡部の

幅広い年齢層の男女にみられるが，下回り幅の最大が 25％を超えている場

合（五條市の男性 21 歳）もある。
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6　むすびにかえて

　最後に 2010 年国勢調査人口と同時点の登録人口の地域別比較結果を要約

し，また 2005 年時点の同様の比較結果との相違にも簡単に触れて本稿を閉

じたい。

　2010 年国勢調査人口の登録人口に対する若年層における上回りは，三大

都市圏所在の中小都市において広範囲にみられ，特に大学が所在する都市に

おいて顕著であった（表 6－ 1）。三大都市圏の中では東京圏に所在する中

小都市における差が，大阪圏・名古屋圏に所在する中小都市における差より

も一般に大きい。これは，2005 年国勢調査結果について山田（2010）にお

いて指摘したように東京圏には遠方から入学する学生が多い大学が多数立地

しており，そのうち転居届を提出していないものの一部も国勢調査によって

把握された場合が多いことを反映しているためではないかと考えられる。若

年単独世帯は実地調査において把握漏れの可能性が高いにもかかわらず，両

データの差はかなりの数にのぼっている。国勢調査人口の上回り率が最大の

年齢は大学入学時に相当する 19 歳前後が多い。19 歳の単独世帯比率が付近

の都市よりも高い都市において両データの差が大きく，このことも住民登録

を家族が居住する地域に残して最近転居してきた場合が多いことを示してい

る。また，同一年齢では男性における上回り率が，（男性よりも大学進学率

が低く，自宅通学率が高い）女性よりも全般に大きい。さらに，20 代後半

における両データの差の縮小は，勤務先などへ実際の居住地が表示された住

民票の写しを提出する必要が増えるためではないかと考えられる。

　他方，名古屋圏・大阪圏の縁辺部に所在する小都市では，国勢調査人口が

登録人口を大幅に下回っている場合が相当数みられた。大都市圏中心部とは

裏腹の現象であろう。

　つぎに，両データの 2010 年時点と 2005 年時点の比較結果と比べてみよう。

表 6－ 2 と表 6 － 3 には，2005 年時点の比較結果において国勢調査結果の
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登録人口に対する上回り率の最高の年齢層の上回り率が男女いずれかにお

いて 10％以上であった市区の状況を示した。2010 年時点には大半の市区に

おいて国勢調査結果の登録人口に対する上回り幅が 2005 年時点より小さく

なっている。これは，国勢調査の実地調査における把握漏れが拡大したこと

が影響しているためではないかと考えられる。実地調査における把握が難し

い若年層が「年齢不詳」としてカウントされた場合の増加の影響も考えられ

るが，2010 年調査時点の「年齢不詳」率は国勢調査結果の住民基本台帳人

表 6－ 1　国勢調査人口と登録人口の若年層に関する性別・年齢別比較 1）
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口の上回り率の 5年前からの減少幅と比べて小さい場合が大半であるので，

把握漏れから生じた把握数の減少の場合の方が「年齢不詳」の発生から生じ

た若年層の実数の減少よりも多いのではないかと考えられる。

　以上の考察から大都市圏内の中小都市における若年層の静態人口データの

利用の際には，以前よりも注意が必要と考えられる。

表 6－ 2　国勢調査結果の対登録人口上回り率の変動（東京圏・名古屋圏）
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静岡県経営管理部自治行政課（2012）「住民基本台帳人口移動報告」静岡県サイト（http://

toukei.pref.shizuoka.jp/jichigyouseika/data/02-070/50047.html）
奈良県統計課（2012）「各種人口統計」奈良県サイト（http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_

menuid-6265.htm）
和歌山県市町村課（2012）「住民基本台帳月報」和歌山県サイト（http://www.pref.

wakayama.lg.jp/prefg/010600/02_gyosei/juuki-sicyouson/jyuuki-sichouson.htm）
鳥取県企画部地域づくり支援局自治振興課（2012）「住民基本台帳人口（年報）」鳥取

県サイト（http://www.pref.tottori.lg.jp/11215.htm）
岡山県県民生活部市町村課（2012）「市区町村住民基本台帳人口」岡山県サイト（http://

www.pref.okayama.jp/page/detail-58070.html）
山口県地域振興部市町課（2012）「住民基本台帳人口について」山口県サイト（http://

www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a12400/juki-jinko/20070228001.html）
高知県総務部統計課（2012）「住民基本台帳人口移動」高知県サイト（http://www.

pref.kochi.lg.jp/soshiki/111901/t-juukijinkou.html）
福岡県企画・地域振興部市町村支援課（2012）「住民基本台帳月報」福岡県サイト（http://

www.pref.fukuoka.lg.jp/f11/juki-jukigeppou.html）
川口市（2011）「かわぐちの人口　第 4表　年齢別人口」川口市サイト
所沢市（2011）「年齢別人口統計（平成 22 年）」所沢市サイト
本庄市（2010）「本庄市年齢別男女人口調べ」本庄市サイト
東松山市（2011）『統計ひがしまつやま　平成 22 年度版』東松山市
春日部市（2011）『春日部市統計書　平成 23 年版』春日部市サイト
上尾市総務部庶務課（2011）『統計あげお　平成 22 年版』上尾市
越谷市（2012）「人口と世帯数」越谷市サイト
戸田市（2011）「戸田市の人口統計　平成 20 年～ 22 年」戸田市サイト
入間市（2012）「入間市の人口統計資料」入間市サイト
鳩ヶ谷市（2010）「人口データ」鳩ヶ谷市サイト
朝霞市（2012）「年度別人口統計」朝霞市サイト
志木市総合窓口課（2012）「志木市年齢別・男女別人口表」志木市サイト
富士見市総務部庶務課（2011）『統計ふじみ　平成 22 年版』富士見市
三郷市（2010）「年齢別人口」三郷市サイト
蓮田市（2010）「年齢別人口表」蓮田市サイト
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吉川市（2010）「平成 22 年度人口世帯集計」吉川市サイト
ふじみ野市（2010）「ふじみ野市の人口」ふじみ野市サイト
日高市（2011）「丁・大字年齢別人口および世帯数」日高市サイト
銚子市（2010）「年齢別人口調べ」銚子市サイト
市川市（2010）「年齢別人口（住民基本台帳・外国人数）」市川市サイト
船橋市（2012）「町丁別・年齢別・性別住民基本台帳人口表」船橋市サイト
館山市（2010）「毎月年齢別人口」館山市サイト
松戸市（2010）「松戸市年齢階層別人口統計表（男女別）」松戸市サイト
茂原市（2010）「茂原市の人口」茂原市サイト
佐倉市（2010）「年齢別人口」佐倉市サイト
旭市（2011）「旭市の人口」旭市サイト
習志野市（2011）「男女別・年齢別住民基本台帳人口票」習志野市サイト
柏市（2012）「柏市の統計　平成 22 年版」柏市サイト
市原市（2010）「年齢別人口統計表」市原市サイト
流山市（2010）「町丁字別・年齢 5歳階級別人口」流山市サイト
八千代市（2011）「年齢別人口」八千代市サイト
我孫子市（2010）「人口ピラミッド」我孫子市サイト
君津市（2010）「君津市の人口（住民基本台帳人口）」君津市サイト
浦安市（2010）「浦安市の統計情報」浦安市サイト
白井市（2012）「年齢別人口」白井市サイト
横須賀市（2010）「住民基本台帳登載人口」横須賀市サイト
藤沢市（2010）「藤沢市の年齢別人口（住民基本台帳による）」藤沢市サイト
茅ヶ崎市（2010）「町丁・字別，年齢（5歳階級）別人口」茅ヶ崎市サイト
厚木市総務部行政総務課（2011）『平成 22 年版　統計あつぎ』厚木市
大和市総務部（2011）『大和市統計概要　平成 22 年版』大和市サイト
伊勢原市（2011）「伊勢原市の統計情報」伊勢原市サイト
海老名市（2011）「町丁・字別年齢別人口」海老名市サイト
座間市（2011）「平成 22 年度各月の人口情報」座間市サイト
綾瀬市（2010）「平成 22 年町丁字年齢別人口」綾瀬市サイト
神奈川県葉山町（2011）「葉山町年齢別人口」葉山町サイト
岐阜市（2011）『岐阜市統計書　平成 22 年版』岐阜市サイト
大垣市（2010）「年齢別人口（履歴）」大垣市サイト
高山市（2010）「人口統計（市民課作成）」高山市サイト
多治見市（2010）「人口ピラミッド」多治見市サイト
関市（2010）「市の人口」関市サイト
瑞浪市（2010）「人口ピラミッド（登録人口）」瑞浪市サイト
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羽島市（2010）「羽島市データファイル（統計情報）」羽島市サイト
各務原市総務部（2011）『各務原市統計書　平成 22 年度版』各務原市サイト
美濃加茂市（2010）「年齢別人口」美濃加茂市サイト
土岐市（2010）「月末の人口と世帯数」土岐市サイト
瑞穂市（2010）「人口統計ピラミッド住登」瑞穂市サイト
豊橋市（2010）「年齢別男女別人口」豊橋市サイト
岡崎市（2010）「各歳別人口集計表」岡崎市サイト
一宮市（2010）「一宮市年齢別人口」一宮市サイト
瀬戸市（2010）「連区別・年齢別・男女別人口一覧表」瀬戸市サイト
春日井市（2010）「年齢別男女別人口」春日井市サイト
碧南市（2011）「5歳階級男女別人口（住民基本台帳）」碧南市サイト
刈谷市（2010）「年齢別人口」刈谷市サイト
豊田市（2010）「豊田市の人口　年齢別人口 Excelデータ」豊田市サイト
安城市（2010）「人口・世帯数」安城市サイト
蒲郡市（2010）「年齢別人口表（日本人＋外国人）」蒲郡市サイト
小牧市（2010）「年齢別構成人口」小牧市サイト
稲沢市（2010）「年齢別人口調査表」稲沢市サイト（削除済）
新城市（2010）「住民基本台帳人口及び世帯」新城市サイト
知立市（2010）「人口と世帯数」知立市サイト
高浜市（2011）『高浜市統計書　平成 23 年度版』高浜市サイト
豊明市（2010）「男女別・年齢別人口集計表」豊明市サイト
日進市（2011）「町別・年齢別（5歳階級）人口」日進市サイト
田原市（2010）「地区別・年齢別人口データ」田原市サイト
あま市（2010）「あま市の年齢別男女別人口集計表」あま市サイト
愛知県東郷町（2012）「行政区の年齢別人口（住民基本台帳）」東郷町サイト
愛知県武豊町（2012）「武豊町の人口（平成 22 年度）」武豊町サイト
津市（2012）「人口（男女別）・世帯数，統計情報」津市サイト
四日市市（2011）「年齢別の人口（全市）」四日市市サイト
伊勢市（2011）「伊勢市年齢別人口集計表（日本人＋外国人）」伊勢市サイト
松阪市（2010）「松阪市年齢別人口（1才刻み）」松阪市サイト
鈴鹿市（2010）「年齢別人口」鈴鹿市サイト
名張市（2012）「年齢別人口統計表」名張市サイト
尾鷲市（2010）「過去の住民基本台帳」尾鷲市サイト
亀山市（2010）「年齢別人口（平成 22 年 10 月 1 日）」亀山市サイト
鳥羽市（2012）『平成 23 年度　鳥羽市統計要覧』鳥羽市サイト
伊賀市（2010）「広報掲載資料（伊賀市の人口）」伊賀市サイト
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大津市（2010）「平成 22 年年齢別学区別人口統計表」大津市サイト
彦根市（2011）『彦根市統計書　平成 22 年版』彦根市サイト
近江八幡市（2011）『平成 22 年版近江八幡市統計書』近江八幡市サイト
草津市（2010）「草津市住所別年齢別男女別人口一覧表」草津市サイト
守山市（2011）『守山市の統計書（平成 22 年版）』守山市サイト
栗東市（2011）『平成 22 年度栗東市統計書』栗東市サイト
湖南市（2010）「統計 /年齢別人口統計表」湖南市サイト
高島市（2011）『高島市統計書　平成 22 年（2010 年）版』高島市サイト
東近江市（2010）「年齢別人口統計表」東近江市サイト
福知山市（2011）『福知山市統計書　平成 22 年版』福知山市サイト
宇治市政策室（2011）『宇治市統計書　平成 23 年』宇治市サイト
亀岡市（2011）「亀岡市の年齢別人口」亀岡市サイト
城陽市（2011）「城陽市人口統計表」城陽市サイト
向日市（2011）『向日市統計書　平成 22 年版』向日市サイト
長岡京市総務部総務課（2012）『長岡京統計書　平成 23 年』長岡京市サイト
八幡市（2011）「人口集計表のダウンロード」八幡市サイト
京田辺市（2011）「年齢別人口」京田辺市サイト
京都府精華町（2012）「人口ピラミッド」京都府精華町サイト
岸和田市（2010）「町別人口・年齢別人口・町別年齢別人口」岸和田市サイト
豊中市（2010）「住民基本台帳に基づく年齢別人口」豊中市サイト
池田市（2011）「町丁別年齢別人口」池田市サイト
吹田市（2011）『吹田市統計書　平成 22 年版』吹田市サイト
泉大津市（2011）「年齢別人口」泉大津市サイト
高槻市（2010）「高槻市の人口」高槻市サイト
枚方市総務部総務管理課（2011）『枚方市統計書　第 35 回』枚方市
茨木市（2010）「【過去】1歳階級別人口（住民基本台帳）」茨木市サイト
貝塚市（2010）「住民基本台帳による貝塚市の年齢別人口」貝塚市サイト
泉佐野市（2010）「年齢別人口表」泉佐野市サイト
富田林市（2011）「年齢別人口（各月末現在）」富田林市サイト
寝屋川市（2010）「過去の人口統計表のダウンロード」寝屋川市サイト
大東市政策推進部（2011）『大東市統計書　平成 22 年版』大東市
和泉市（2010）「地区別・男女別・年齢別人口登録調べ」和泉市サイト
箕面市（2010）「人口・世帯数」箕面市サイト
柏原市（2010）「柏原市年齢・男女別人口」柏原市サイト
羽曳野市（2010）「羽曳野市の町丁別年齢別人口」羽曳野市サイト
門真市（2011）『門真市統計書平成 22 年度版（2010 年版）』門真市サイト
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摂津市（2010）「8．年齢別人口」摂津市サイト
高石市（2010）「平成 22 年分年齢別人口（5歳階級）」高石市サイト
藤井寺市（2010）「人口データ」藤井寺市サイト
東大阪市（2011）『東大阪市統計書　平成 22 年（2010 年）版』東大阪市
大阪狭山市（2012）「人口表ダウンロード EXCEL形式』大阪狭山市サイト
阪南市（2011）「阪南市年齢階層・男女別人口」阪南市サイト（削除）
大阪府岬町（2012）「年齢別人口（平成 22 年）」大阪府岬町サイト
姫路市（2010）「町別人口・年齢別人口」姫路市サイト
尼崎市（2010）「平成 22 年尼崎市の人口」尼崎市サイト
明石市（2010）「明石市年齢別人口（住民基本台帳人口）」明石市サイト
西宮市（2011）「平成 22 年（登録人口）」西宮市サイト
芦屋市（2011）『平成 22 年版芦屋市統計書』芦屋市サイト
伊丹市（2010）「町・字別年齢別人口及び世帯数」伊丹市サイト
加古川市（2011）「平成 22 年住民基本台帳人口」加古川市サイト
西脇市（2012）『平成 22 年版西脇市統計書』西脇市サイト
宝塚市（2012）『平成 22 年版宝塚市統計書』宝塚市サイト
高砂市（2010）「地域別年齢別人口」高砂市サイト
川西市（2010）「年齢・男女別人口表（平成 22 年 9 月末）」川西市サイト
小野市（2011）「人口・世帯データ」小野市サイト
三田市（2011）『平成 22 年版三田市統計書』三田市サイト
加西市（2010）「人口・世帯」加西市サイト
篠山市（2012）『篠山市統計書 2011（平成 23）年版』篠山市サイト
兵庫県播磨町（2012）「平成 22 年播磨町の人口」兵庫県播磨町サイト


